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気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が 2021 年に地球温暖化は人間の活動によると断定したことが

世界中に大きな波紋を呼んでいる．本稿では当協会として実行可能な地球温暖化の抑制策について考察
して提言する．世界の建設で発生する炭酸ガス（以下 CO2）はセメント，鉄鋼と供給エネルギーから排出
される．セメントは製造時に CO2 を大量に排出するため，新たに CO2 排出量を減らすセメントやコンク
リートが開発されている．日本の鉄鋼業界の CO2 排出は産業界で最大であり日本の全排出量の約 17％に
上る．鉄鋼製造時の CO2 排出量を減らすプロジェクトはあるが実用化はまだ先である．このため解体し
た鉄骨構造物の鋼材をリユースして CO2 の排出を減らす研究や，耐火集成材と限られた鋼材だけで高層
ビルを作る計画もある．鉄筋コンクリ－トや鉄骨構造物の寿命延長も CO2 の低減に寄与する．これらの
統合した CO2 削減による地球温暖化抑制策が必要である．一方，世界的に大規模な森林火災が増えてお
り世界の CO2 排出量の 20％以上に達することが分かった．森林火災に対応する消防車はないため，建設
機械を改良した専用の消防車を作り森林火災の多発地域に導入すると地球温暖化抑制が期待できる．こ
れらの抑制策についてシステムズエンジニアリングの手法や記述を用いて考察して提言をまとめる．
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1．はじめに

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が 2021 年 8 月
に地球温暖化は人間の活動によると断定した 1）．筆者は
システムズエンジニアリング（以下 SE）の手法を用いて，
建設業や建設機械製造業が地球温暖化防止に貢献する方
法を大学院のゼミなどで検討してきた．しかし，トラン
プ前米大統領が地球温暖化はないと断言して以来，地球
温暖化を根拠なく否定する雰囲気がアカデミックな人々
にさえも残っている．そこで，地球温暖化のさまざまな
要因をSEのアキテクチャ－の分解と定義（Decomposition 
Analysis and Resolution Process; DAR）2）により図-1の
よう改めて整理した．地球温暖化という問題（クリティ
カル・イシュー）の発生原因については，大嶋 3）が地球
46 億年間の 8 つの気候変動原因説について紹介してい
る．これらの説に基づいて太陽系と地球系の二つのシス
テムに分けていくつかの要因に階層化して，それらのリ
スクとリスク発生の有無を解析する．年代を 20 世紀以
降と限定すると，太陽系システムでは現在の急激な地球
温暖化を起こす大きな要因はない．11 年周期の太陽活
動も地球温暖化に直接的な影響はない．地球系システム
では宇宙線増加によるオゾン層破壊，海洋自体の発熱，
地球内部からの火山活動からの熱やガスの放出は多いと
は言えない．それよりも人類の産業活動による次の要因

が地球温暖化に大きな影響している．
（1） 特定フロン（CFC）の排出によるオゾン層破壊とこれ

による地表への紫外線到達量増加で，地球温暖化の
可能性があった．しかし，モントリオール条約により
2010 年に CFC は世界中で生産が中止されている 4）．
ただし，2020 年生産全廃のハイドロクロロフルオロ
カーボン（以下 HCFC）はまだオゾン層への悪影響が
ある 5）．HCFC や規制のないハイドロフルオロカー
ボン（以下 HFC）でも地球温暖化係数 6）が CO2 の 1 万
倍もあるものがある．これらフロン類ガスが冷媒や
洗浄剤として今後も使用される．

（2） 産業起源の温暖化ガス（CO2 ，メタンガス，一酸化窒
素 N2O とフロンガス）排出の内，CO2 の量は 65％を
占める 7）．南極氷床中の CO2 量の分析では，65 万年
前から産業革命が始まる前までは CO2 濃度は 200 ～
280 ppm であったが 3）, 8），1900 年以降に急増して 9），
2018 年には 410 ppm となっている 10）．地球 46 億年
間の気候変動の原因は CO2 の影響をはじめ諸説があ
るが，350 ppm 以上になったのは過去 16 万年間で一
度もない 3）．

（3） 産業活動からの熱の放出は太陽熱に比べると小さい
が，都市のヒートアイランド化など局所的な影響は
大きい 11）．

ちなみに 2018 年に日本が排出した温暖化ガスの温室
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効果への（日本分の）寄与度は，CO2 が 91.7％，メタンが
2.4％，N2Oが1.6％でフロン類は4.3％である 12）．そこで，
本稿では CO2 削減に絞り削減方法を新しい視点から考
察して提言する．

2．世界の人為的な CO2排出量の再検討

従来は森林火災は人為的でないとして CO2 排出防止
策として取り組まれていなかった．しかし，南米・東南
アジア・アフリカなどの密林の乱開発（焼き畑農業，農
地拡大，木材伐採，鉱山開発など）を原因とする火災，
あるいは地球温暖化による過去に例を見ない大規模な森
林火災（北米，欧州，豪州，ロシアなど）が頻発すること
は無視できなくなっている．なお，森林の 1 ha の消失
により CO2 が 180 ～ 370 ton 排出されるとされる 13）．図
-2は 2016 年の各国産業による CO2 排出量 14）に，福田 15）

による森林火災による CO2 排出量の 2011 年見積もりを
重ね合わせものである．森林火災による CO2 排出を見
積もった資料は少ない．近年の増加する森林火災で排出
される CO2 は，中国の排出量を超えることも予想され
る．例えば 2015 年に発生したインドネシアの森林火災
はわずか 2 ヶ月の間に日本の 1 年分に相当する CO2 を
排出したとされる 16）．この火災の原因は石炭露天掘り
などによるジャングル伐採で地表の落葉・落枝（リター）

層や地下の泥炭層が乾燥して，焼畑や自然着火によりリ
ター層や，まれに地中の泥炭層まで地中で燃え続けるた
めである（図-3）17）．インドネシアの泥炭地火災はその後
も度々起こっている．CO2 排出量の抑制には大規模森林
火災への対策が必要となっている．そこで，本稿では森
林火災用の消防車についても検討する．

図-1　20 世紀以降の地球温暖化の要因の DAR を用いた分解と解析

図-2　 世界の産業活動による CO2 排出量 14）と森林火災による
CO2 排出量 15）
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3．国内の産業界で発生する CO2の抑制

日本の産業と家庭の各セクターに入る燃料が CO2 に
変換される全体の振る舞いを，SysML（Systems Modeling 
Language19））のアクティビティー図（図-4）として示す．
SysML の英語表記のため，日本語も付記する．各燃料
の各セクターへの動きは資源エネルギー庁の資料エネル
ギーバランス・フロー概要（2016 年度）20）ならびに全国
地球温暖化防止推進センタの日本の部門別二酸化炭素排
出量（2018 年度）21）を基にした．図左枠から石炭（Coal），
石油（Oil）と天然ガス（Gas）が供給され，最終的に CO2

として右の大気側（Air）に排出される．図中の線の太さ
はそれぞれの量に比例させている．発電所などエネルギ
－転換セクター（Energy Conversion Sector）は石炭，石

油と天然ガスを電気に変換する時（Produce Electricity）
に CO2 を日本の全排出量の 41.3％排出する．このため
石炭や石油から CO2 排出量の少ない天然ガスへの転換
がなされている．一方，CO2 排出がゼロの原子力は
2011 年の福島原発事故，使用済み燃料の廃棄手段の欠
如，あるいは安全性のために停止せざるを得ない状況が
続いている．

産業・商業セクター（Industrial & Commercial Sector）
の CO2 排出量は，エネルギー転換セクターなみに
36.3％と多いが，これは産業，業務その他，工業プロセ
スと廃棄物の各部門合計である．産業・商業セクターは
また電気の最大消費者（73.4％）である．製造販売時

（Produce and Sell Products）に多くの CO2 を排出して
いる．このセクターは今まで以上の何らかの新しい対策
が必要である．運輸セクター（Transportation Sector）で
は製品・人の輸送（Transport Product and Person）が産
業・商業セクターの約 1/2 の CO2 排出であり，今後は
自動車や電車がハイブリッド化や電池駆動により排出量
が低減される方向に向かっている．家庭セクター

（Household Sector）では全ての製品・サービスを使用
（Use All Product & Service）しても，低電力型の家電
普及などで排出量は 5％に留まっている．

電力購入量消費の内訳を，新電力ネット 22）のまとめ
た産業別電力購入量ランキングから整理すると図-5の
ようになる．ここでは上位 49 業種だけを取り上げて，
その合計を総電力購入量としている．小売業とサービス

図-3　 排水された泥炭地で発生した火災（原口 18））  
リター層から炎が出ている状態

図-4　CO2 の排出に関する国内の各セクターの振る舞いを表すアクティビティ図
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業は合わせて 40％強であるが，有効な CO2 排出低減の
対策は各企業の省燃費化に期待するしかない．同じく製
造業（工業）は 16 業種合わせて計 43％であり，同様に各
企業の省燃費化が唯一有効な手段である．

一方，産業・商業セクターの CO2 排出量は前述のよ
うに日本全体の 36.3％にも上り，石炭と石油の消費も多
い．図-6に示すとおり，製造業の主要 6 業種に限ると
鉄鋼業が全排出量の 48％を占めている．これは製鉄所
の高炉から CO2 が大量の排出されるためである．日本
鉄鋼連盟は製鉄所から排出される CO2 を 30％削減する
プロジェクトを進めているが，実用化目標は 2050 年で
まだ先である 23）．

4．地球温暖化防止への貢献策

4.1　建設業の貢献策

近年建設業では，建設機械の燃費低減や電動化の推
進，あるいは情報化施工で施工効率を上げて CO2 抑制
を進めている．建設業各社ではさらに掘削土量の低減，
建設残土のリサイクルや建設廃棄物の低減を進めてい
る．建設物についても省エネ建物やゼロエネルギービル

（ZEB）などによる CO2 低減を進めている．
欧州連合（EU）が公表している世界の建設における

CO2 排出はセメント，鉄鋼とエネルギー供給が原因であ
る 24）．前述の建設機械の低燃費化や情報化施工などは
建設へのエネルギー供給に関する対策である．セメント
の CO2 排出対策として新しいセメントやコンクリート
の開発が盛んになっている．通常のセメントは原料に石
灰石（CaCO3）が用いられるが，ロータリーキルンで焼成
時に石灰石が熱分解して CO2 を排出する．これはセメ
ント製造時に排出される CO2 の 60％にもなる 25）．そこ
で，最近は石灰石の代わりに製鉄所の高炉スラグを使っ
たセメントでCO2 を低減することが実用化されている．
また，セメントを使わずに合成炭酸カルシウム（石灰石
と同じ CaCO3）を主原料とするコンクリートも開発中で
ある 26）, 27）．セメントに 2CaO・SiO2（ビーライト，Belite）
を加えると，セメント製造時の CO2 排出量を半減でき
る上，コンクリートにすると CO2 を吸収して耐久性が
上がる性質もある 28）．このコンクリートを火力発電所
の CO2 吸収に実用している例がある 29）．柳橋 30）はすで
に推定寿命 500 年以上の超高耐久性コンクリートを使って
宗教建築物を建造した例を報告している．また，阪田 31）

はコンクリ―ト成分の改良と共に，コンクリート構造物
の耐久性照査して寿命を延長している．

火力発電以外では鉄鋼製造の CO2 排出量が最も多い
部類であるため，建築・土木構造物（以下構造物）への鉄
筋や鉄骨の使用を削減することで日本の CO2 排出量を
削減可能である．図-7に国内の鉄鋼の購入先とその量
を示す．これから建設用鋼材の製造による CO2 は国内
排出量の約 2.8％にも達する計算になる．陣内ら 34）は高
耐久性鉄筋コンクリートを用いて，46 年程度と言われ
る分譲マンション寿命を 500 ～ 1,000 年に延長する可能
性を検討している．このコンクリートは水セメント比を
変更して，ステンレス鉄筋または防錆コ―ティングを施
した鉄筋を使い，コンクリート表面に適切なタイルなど
の仕上げ材を施してコンクリートの中性化や乾燥収縮を
防ぐことで実現可能としている．藤田ら 35）は構造物解
体で出る建築用鋼（H 型鋼など）のリユースについて実際
の竣工例も調査するなどして，解体方法，鋼材の選定方

図-5　国内の産業・商業部門の電力購入量の内訳
（文献 22 に基づき作成）

図-6　国内の主要 6 製造の CO2 排出量
（文献 32，33 に基づき作成）
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法そして強度変化や構造設計方法を明らかにしている．
これによりスクラップとして溶融再利用するよりも CO2

排出量が低減することを示している．一方，耐火集成材
と限られた鉄骨 37）だけで作る 17 階建ての木造建築が計
画されている 38）．これら CO2 削減の多くの新技術が開
発されて一部はすでに実用化も進んでいるが，日本の建
設分野の方針が一般には伝わっていない．統合された方
針が明らかになれば，国内製鉄会社の CO2 低減プロジェ
クトの前倒し実施や，発展途上国の製鉄会社の CO2 低
減を促すことになると思われる．

そこで，建設分野とセメント・鉄鋼産業の CO2 排出
に関する従来の振る舞いと，今後の期待される振る舞い
をアクティビティ図で記述して考察する．

図-8は現状の鉄鋼業（Steel  Industry），セメント産業
（Cement Industry）， 他 の 建 材 産 業（Other Material 
Industry）， 建 設 業（Construction Industry）と 解 体 業

（Demolition Industry）における原料，製品と CO2 の流
れとそれぞれの振る舞いを表す．コンクリート製造は建
設業に含め，解体業は実際には建設業であるが振る舞い
を明確に記述するために分けている．建設業が構造物を
受注（図中●）すると，鉄鋼業とセメント産業に注文

（Order）が行く．建設業が受注しないと建設は中止され
る（⊗，Cancel Order）．鉄鋼業は石炭（Coal），鉄鉱石（Iron 
Ore），石灰石（CaCO3）と生石灰（CaO）を用いて建設用
鋼材を製造する（Produce Steel for Construction）．この
際に日本の CO2 排出量の約 2.8％を大気中（Air）に放出
する．セメント産業は石灰石，石油（Oil），粘土（Clay）
と 水（Water）か ら セ メ ン ト を 製 造 す る（Produce Ce-
ment）．その際に石灰石が熱分解して炭酸ガスを発生し

（CaCO3 → CaO＋CO2），日本の全 CO2 排出量の 3％を
排出する 39）．一部のセメントは鉄鋼業から高炉スラグ

（Slag）を購入して低 CO2 セメントを製造している．セ
メントは建設業に近い場所で水，砂と砂利（Sand & 
Gravel）を混ぜて（Mix Concrete）コンクリートとして建
設業に渡る．構造物は建設された（Construct Architecture）
後，50 年前後に（図中の砂時計マーク）解体される

（Demolish Architecture）．解体時に発生するコンクリー
ト塊（Waste Concrete）は中の鉄筋が引き抜かれてスク
ラップ（Steel Scrap）となり，コンクリート分は道路用
などにほぼ 100％リサイクルされている 40）．
図-9は前述の新しいセメント，耐火集成材あるいは

図-7　国内各業種の鋼材購入量の比率（文献 36 に基づき作成）

図-8　従来の建設業と関連業界の CO2 排出に関する振る舞いを表すアクティビティ図
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構造物の寿命延長などを統合した CO2 抑制方法につい
て，建設業を主体とした振る舞いをアクティビティ図を
用いて記述しながら考察した．この図の流れや数値は文
献 25, 26, 34, 35, 37, 40, 42 ～ 46）に 基 づ い て い る． 鉄 鋼 業（Steel 
Industry）は現状維持の状態であるが，型鋼や鉄筋につ
いては構造物の寿命延長のために今後防錆処理（Treat 
Steel  for Rust-Proof）が 必 要 と な る． セ メ ン ト 産 業

（Cement Industry）は CO2 低減が可能となる 3 種の低
CO2 あるいは CO2 吸収セメントの製造（Produce Slag-
Cement, CaCO3 Cement  absorbing CO2  and Belite-
Cement absorbing CO2）が開発されている．CO2 低減効
果，耐久性とコストの比較（図中♢，Low Cost）で採用
が決められる．耐火集成材の製造（Laminate Lumber 
with Refractory）は CO2 排出がなく高層ビル建設まで可
能な新材料であるが，全ての建造物に使える訳ではなく
一部には鉄骨の使用が必要である．鉄骨は電気炉用のス
クラップ（Scrap）せずに切断加工してリユース（Reused 
Structural Steel Bar）し，鉄鋼使用量を減らして CO2 発
生を減らす．全ての構造物は長寿命設計（Construct 
Long-life Architecture）として，全ての鋼材は 500 年以
上の使用を可能とする．人口の大きな増減や大きな仕事
形態の変化（テレワークなど）にも対応できるように，
100 年位に（図中の砂時計型マーク）の大きな構造物改良

（Renovation/Improve Architecture）が可能な設計をす
る必要がある．

本図の例に示すような統合的な将来像を作成して実行

することで，日本の全 CO2 排出量の 5.8％に達する建設
からの排出を大きく低減できる．EU の発表 24）によれば
世界 40 ヶ国の建設部門の排出量は全体の 20％も占め
る．この中で中国 36％，インド 25％などアジア諸国が
多い 24）．日本の建設業界がセメントの低 CO2 化と，鉄
鋼使用の削減策ならびに構造物の長寿命化のビジョンを
世界に示すことが必要と思われる．これにより日本の建
設技術やセメント技術の海外輸出や，世界の鉄鋼業の低
CO2 化を促すことも期待できる．

4.2　建設機械メーカの抑制策

世界的に消防車は都市部の火災向けに設計してあり，
高速で走行できる道路があり，消火栓があることが前提
となっている．大規模な森林火災では道路は充分に整備
されておらず，森林全体が火に包まれ，さらに泥炭や枝
葉・落枝の堆積層が地面から燃える状況では一般消防車
では消火は困難である．日本の通常の消防車は水タンク
容量が2.0 kLであり，森林消火には不十分である．一方，
米国では放水装置を持たない消防車は水タンク容量が最
大で 15.0 kL もあるが，放水装置を持つ消防車は最大
7.6 kL である 47）．このため，航空機からの空中消火に頼
るのが世界の現状である．しかし，消防用の飛行機は夜
間，天候不良あるいは煙が著しい場合には消火活動がで
きない問題がある．
図-10は SysML の要求図に，森林火災用消防車（以下

森林消防車，Fire-engine  for Forest）に必要とされる条

図-9　全ての CO2 低減方法を統合的して盛り込んだ場合の建設業と関連業界の振る舞いを表すアクティビティ図
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件や装備の要求をまとめた．この要求図に示す数値は後
藤 48）と，筆者の製鉄所のスラグ処理用の建設機械開発
の経験 49）などに基づいている．

森林消防車は強力な消火性能（Strong Fire-fighting 
Ability）が必要である．これは遠隔操作可能な 30 m 以
上の放水能力（Extinguishing Performance gainst Tree 
Fire），地面または地下 1 m 位迄放水可能な消火能力

（Extinguishing Performance  against Underground 
Fire）で，破壊消火として 30 cm 程度の立木・倒木の除
去（Tree Removal），20 分以上放水できる大型水タンク

（Large Water Tank）である．次に必要なのは車両の安
全性（Machinery Safety Performance）であり，これに
は燃えさかる木々の上から来る 1,000℃位の輻射熱対策

（Radiant Heat Resistant from Tree Top），地面からの
600 ℃ 位 の 輻 射 熱（Durability against Ground Surface 

Heat），運転席などへの煙侵入防止（Smoke-resistant 
Operator Cab），危険な場所への侵入などに備えたラジ
コ ン 操 作 や 自 立 運 転（Radio-control or Autonomous 
Control）などである．また，不整地などで高速走行可能

（High Speed in Various Ground）が必要であり，その条
件として密林や森林で 60 km/h 以上の速度が出ること

（Running Speed）， 不 整 地 走 行 能 力（Rough Terrain 
Driving Ability）が必要である．

これらの要求から図-11の装備が導かれる．まずは放
水銃（Water Gun），リータ・泥炭層の地下火災用のリッ
パー先端に着けた放水銃（Ripper with Water Gun），立
木や倒木除去のためのブルドーザ式ブレード（Bulldozer’s 
Blade），大型水タンク（Large Water Tank），輻射熱シー
ルド運転室（Heat Shield Cab），遮熱油圧ホースカバー

（Heat Shield Hose），車体や地面を冷やすスプリンク

図-10　森林火災用の消防車の要求条件を表す要求図

図-11　森林消防車に必要な装備を表すブロック定義図
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ラー（Sprinkler），煙対策として空気フィルタ付きの加
圧運転席（Pressurized Cab＋Fine Air Filter），ラジコン
／自立運転システム（Radio Controller and Autonomous 
Controller），高出力エンジン（High Power Engine）なら
びに不整地用の走行装置（Proper Travelling Device）で
ある．

これらの要求を満足し装備を搭載できる機種を，様々
な建設機械から選定すると図-12のようにアーティキュ
レート・ダンプトラック（以下 ADT）が適していると考
えられる．40 トン積みの ADT は出力 350 kW エンジン
を搭載している．ベッセルの代わりに 35 kL 程度の水タ
ンクを取り付けられると考えられ，満載時に 56 km/h
で走行できる．火災が発生している森林内に入るため輻
射熱対策，車体冷却用のスプリンクラー，道を塞ぐ倒木
除去のためのブレードを装着する．地面や地下の火災に
対しては下向きの散水装置と放水銃付きリッパーを装着
する．危険が大きい場合にはラジコンや自動運転で火災
現場に進入あるいは退去する．

森林火災にしばしば使われる自衛隊の双発大型ヘリコ
プタ（63 人乗り）のバケット式水タンクは 7.5 kL の容量
しかない．250-380 人乗りの大型ジェット旅客機の改造
消防機では水タンク容量は 45 kL である 50）．アメリカ
で一般的な軍用 4 発輸送機の改造消防機は水タンク容量
11 ～ 15 kL である 51）．数台の ADT 改造の消防車を使
えば大型消防機以上の消火能力になる．ADT は大型タ
イヤ（外径 1.8 m）の 6 輪駆動で中折式車体であり，3 軸
を別々にねじりながら走行できるために 50 cm 位の深
さの泥濘地，砂地あるいは岩場でも走行できる．密林を
切り開いた場所，平坦な森林で充分走行可能である．但
し，日本の急峻な山林火災には適していない．森林火災
での輻射熱対策は建設機械メーカが製鉄所内のスラグ処
理用の建設機械の経験で対応できる．タイヤ式建設機械
は赤熱したスラグが散らばっているところでも使用され
ている実績がある．

消防飛行機は前述以外にも次のような問題点 50）があ

る．（1）近隣に飛行場が必要，（2）火災に対して有効な散
水が難しい．ADT 改造の森林専用消防車はこれらを解
決できる可能性がある．日本のような急峻な山林火災に
はクローラダンプなどが利用できる可能性がある．

5．まとめ

地球温暖化は近年の夏場の異常高温，集中豪雨あるい
は台風大型化を起こし，生活，経済，社会と自然への深
刻な脅威となっている．このため，地球温暖化の対策に
はより具体的アクションが必要になっている．そこで，
当協会とその会員が直ちに取り組むことができる地球温
暖化の抑制策について，システムズエンジニアリングに
基づく手法を用いて考察を行った結果，以下の地球温暖
化の抑制策案を提言する．

（1） 建設分野では CO2 低減できる新セメントの実用化を
進める．新セメントは鉄筋の中性化も遅らせること
ができるため，構造物の寿命を現状の 50 年位から
500 年以上にする設計とする．長寿命構造物は社会
変化に応じて改良可能な設計とする．耐火集積材の
採用は CO2 低減に有効であるため普及を図る必要が
ある．これらにより鉄鋼の使用量を減らして CO2 低
減をして地球温暖化を抑制する．   
　建設業界でこれらの対策を統合した地球温暖化の
抑制策を国内外に公表することを提言したい．国内
外の鉄鋼業も高炉の CO2 低減を前倒しする切掛けに
なる．

（2） 建設機械メーカは大容量の水タンクを搭載して不整
地や山間部を自在に移動できる森林火災専用の消防
車を開発することを提言する．これにより森林火災
の早期消火を実現し地球温暖化抑制策の一つとする．

6．あとがき

世界中で地球温暖化防止が叫ばれても一向に CO2 濃
度が下がる気配はない．2002 年に JCMAS H016「建設
機械の環境負荷低減技術指針」52）を制定して以来，建設
機械メーカは工場と建設機械自体からの CO2 排出を低
減してきたが，地球温暖化に対する実績は微々たるもの
であることを本研究で知った．多量の CO2 を排出して
いる鉄鋼業の一層の抑制努力に期待しなければならな
い．

地球温暖化対策として炭素税や排出権取引も議論され
ているが集まる金は，CO2 吸収源である森林に直接投資
される訳ではないため実効性がない．森林の所有者や住
民に炭素税などを還流して森林火災を防ぎ，森林再生を図-12　ADT 改造の森林消防車のイメージ
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する仕組みが必要と思われる．
一方，日本では長い景気低迷が続き，会社活力も弱まっ

ているように思われている．しかし，建設と建設機械の
分野を見れば CO2 低減に対して力強い研究開発がなさ
れている．当協会が地球温暖化に果たす役割は大きいと
実感している．

なお，本稿では異なる統計数値を組み合わせたために
精度が低い部分がある．今後より正確な調査が期待され
る．
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The Intergovernmental Panel on Climate Change (IPCC) has concluded in 2021 that global warming is generated 
by human activity. This has caused a great deal of ripples around the world. Therefore, the author studies possible 
approaches to the global warming as the JCMA. Carbon dioxide (CO2) generated in the global construction is emit-
ted from cement manufacturing, steel manufacturing and energy supply. In order to reduce CO2 from cement manu-
facturing, new cements and concrete have been developed. Japanese steel industry has the largest CO2 emissions in 
the industry, accounting for about 17% of Japanese total emissions. Although there is a project of CO2 emissions re-
duction during steel manufacturing, its practical use is still a long way off. For this reason, there is research to re-
duce CO2 emissions by reusing the steel materials from the dismantled steel structure, and there is also a plan to 
build a high building using only fire-resistant laminated lumber with a small amount of steel beams. Extending the 
life of steel structures and concrete with reinforcing steel bar also contribute to the CO2 reduction. An integrated 
CO2 reduction construction system is required. On the other hand, the number of large-scale forest fires is increas-
ing worldwide, which is emitted more than 20% of the world's CO2 emissions. Since there is no fire engine for the 
forest fires, it is expected to be effective if a dedicated fire engine with improved construction equipment is devel-
oped and introduced in areas where forest fires occur frequently. The countermeasure can be proposed from this 
study using the methods and descriptions of systems engineering.




